こども未来図 虐待防止のための指針
作成日: 令和4年10月（改訂版）
事業所名: こども未来図
1. 施設としての基本的考え方
こども未来図は、障がいのある人たちが、人間としての尊厳が守られ、豊かな人生を自己実現できるように支援することを責務とします。そのため、確固たる倫理感をもって専門的役割を自覚し、自らの使命を果たします。
倫理綱領
· 生命の尊厳: 障がいのある人たちの一人ひとりを、かけがえのない存在として大切にします。
· 個人の尊厳: 障がいのある人たちを、ひとりの人間としての個性、主体性、可能性を尊びます。
· 人権の擁護: 障がいのある人たちに対する、いかなる差別、虐待、人権侵害も許さず、人としての権利を擁護します。
· 地域生活の保障: 障がいのある人たちが、年齢や障がいの状態等にかかわりなく、社会を構成する一員としての市民生活が送れるよう支援します。
· 専門的な支援: 自らの専門的役割と使命を自覚し、絶えず研鑽を重ね、障がいのある人たちの一人ひとりが豊かな生活を実感し、充実した人生が送れるよう支援し続けます。

2. 虐待防止委員会その他事業所内の組織に関する事項
虐待発生防止に努める観点から、「虐待防止委員会」を設置し、虐待防止に関する措置を適切に実施します。委員会は年1回以上定期的に開催するとともに、虐待（不適切な対応事例）発生時等に必要な都度開催します。
	役職
	氏名
	関係役職名

	虐待防止委員会委員長
	伊藤 繁美
	法人代表、管理者、児童発達支援管理責任者　　　　　　　　

	虐待防止マネージャー
	幅寺　祥子
	児童発達支援管理責任者　言語聴覚士

	第三者委員
	山岸 宜江
	社会福祉士、精神保健福祉士

	委員
	竹本 奈緒
	児童指導員



3. 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
従業者に対し、虐待防止や人権意識を高めるための研修、および障害特性を理解し適切に支援ができるような知識と技術を獲得するための研修を計画的に実施します。研修は、年1回以上および新規採用時に必ず実施します。
· 管理職を含めた職員全体を対象にした虐待防止や人権意識を高めるための研修
· 障害特性を理解し適切に支援ができるような知識と技術を獲得するための研修
· 事例検討等により、個別支援計画を充実強化するための研修

4. 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
障害者福祉施設等で利用者への虐待が疑われる事案があった場合は、障害者虐待防止法第16条に規定されている通報義務に基づき、速やかに市町村の窓口に通報します。施設の中だけで事実確認を進め、事態を収束させることはせず、必ず市町村に通報した上で行政と連携して対応を進めます。
· 利用者の保護: 虐待を受けた利用者の安全確保を最優先にします。事実関係が明らかになるまでの間、必要に応じて職員の配置転換等の対応を行い、利用者が安心できる環境づくりに努めます。
· 行政への協力: 市町村及び都道府県が行う事実確認、訪問調査等に最大限協力します。
· 家族への対応: 事実確認をしっかりと行った上で、虐待を受けた障害者やその家族に対して誠意ある対応と説明を行います。
· 原因分析と再発防止: 事案の検証と原因分析を行い、行政の改善指導等に従い今後の再発防止に向けた改善計画を具体化して実行します。

5. 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
施設内の虐待に関する相談・通報は、以下の虐待防止責任者および各関係行政窓口にて受け付けます。
	窓口名称
	連絡先

	当施設 虐待防止責任者（伊藤繁美）
	施設内窓口へお気軽にご相談ください

	旭川市子ども総合相談センター 児童相談係
	TEL 0166-26-5503

	旭川市子ども総合相談センター 子どもからの相談専用電話
	TEL 0120-528-506

	旭川市障害者虐待防止センター (平日日中)
	TEL 0166-25-6476

	児童相談所全国共通ダイヤル
	189

	北海道旭川児童相談所
	TEL 0166-23-8195

	旭川市障害者虐待防止センター (休日・時間外等)
	TEL 0166-26-1111



6. 成年後見制度の利用支援に関する事項
利用者の権利擁護の観点から、成年後見制度の利用が必要と判断される利用者又はその家族に対し、制度の周知や、旭川市等の関係機関窓口への案内など、必要な支援を行います。

7. 虐待等に係る苦情解決体制に関する事項
苦情への適切な対応は虐待防止対策の重要なツールの一つです。利用者や家族からの疑問や苦情が寄せられた場合は傾聴し、事実を確認します。
また、施設への遠慮から直接苦情を言いにくい場合を想定し、市町村障害者虐待防止センターや相談支援事業所、都道府県社会福祉協議会の運営適正化委員会等の苦情解決制度等についても活用されるよう積極的に周知します。

8. その他虐待の防止の推進のために必要な事項（身体拘束の禁止等）
身体拘束の廃止に向けて
正当な理由なく障害者の身体を拘束することは身体的虐待に該当する行為であり、原則として行いません。緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合は、以下の3要件を全て満たす場合に限り、組織として慎重に検討・決定した上で実施します。
1. 切迫性: 利用者本人又は他の利用者等の生命、身体、権利が危険にさらされる可能性が著しく高いこと。
2. 非代替性: 身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する方法がないこと。
3. 一時性: 身体拘束その他の行動制限が一時的であること。
実施に当たっては、個別支援計画への組織的な検討・記載、本人・家族への十分な説明を行い、身体拘束の様態及び時間、利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由等の必要な事項を記録して実施します。

